
　1　適正・公平な課税の推進

～  悪質な納税者には厳正な調査を実施する一方で、その他の納税者には簡易な接触を実施  ～
国税庁では、様々な角度から情報の分析を行い、不正に税金の負担を逃れようとする悪質な納税者に
対しては、適切な調査体制を編成し、厳正な調査を実施することとしています。
一方で、その他の納税者に対しては、実地調査のほか、文書や電話での連絡などによる簡易な接触も
行うなど、限られた人員等をバランスよく配分し、効果的・効率的な事務運営を心掛けています。

実地調査は、納税者の事業所などにおい
て帳簿などを確認し、申告に誤りがあれば
是正を求めるものです。実地調査で把握し
た１件当たりの申告漏れ所得金額は、平成
26事務年度においては、申告所得税は739
万円、法人税は866万円となっています。

● 申告所得税・法人税の実地調査の件数
( 単位：千件 )

平成 24 事務年度 平成 25 事務年度 平成 26 事務年度

申告所得税 70 62 68

法人税 93 91 95

～ システムを活用した調査選定、資料情報の効率的な収集体制を整備 ～
国税庁では、データベースに蓄積された所得税や法人税の申告内容や各種資料情報などを分析するな
ど、調査選定にコンピュータシステムを活用しています。
また、活用効果の高い資料情報を効率的に収集するために、資料収集の専門部署を設置するなどの体
制整備に取り組んでいます。

⑴ 調査において重点的に取り組んでいる事項
～ 資産運用の多様化・国際化を念頭に置いた調査を実施 ～
高額な所得があるにもかかわらず、過少に申告した者やそもそも申告を行っていないと見込まれる者
に対しては、資産運用の多様化・国際化も念頭に置いた調査等に取り組んでいます。

● 実地調査で把握した申告所得税・法人税の１件当たり
　 申告漏れ所得金額

( 単位：万円 )
平成 22 事務年度 平成 26 事務年度

申告所得税 635 739

法人税 1,007 866

◎ 海外資産等の申告除外を把握した事例
●　租税条約に基づく情報交換制度で海外の税務当局から提供された資料により、海外の金
融機関に保有する金融商品から運用益を得ているにもかかわらず、申告していなかった事実
を把握した。

●　相続税の申告から除外された海外預金を、租税条約に基づく情報交換制度で海外の税務
当局から提供された資料により把握した。

適正・公平な課税・徴収Ⅲ
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～ 十分な審査と調査等により、消費税の不正還付申告を防止 ～
消費税は、税収の面で主要な税目の一つであること
に加え、預り金的性格を有していることもあり、国民
の関心が極めて高く、一層の適正な執行が求められ
ていると考えています。これまでの消費税に関する
調査において、虚偽の申告により不正に還付金を得
ようとするケースが見受けられることから、還付申
告については、還付原因となる事実関係について十
分な審査を行うとともに、還付原因が不明な場合に
は、調査等を実施し、不正還付防止に努めています。

～ 納税者の主張を正確に把握し、適正な課税処理を遂行 ～
調査に当たっては、納税者の主張を正確に把握し、的確な事実認定に基づいて十分に法令面の検討を

行った上で、適正な課税処理を行うよう努めるとともに、法令に定められた手続の遵守を徹底しています。

● 消費税の調査状況（個人・法人）

0

50

100

150

200

250

H26H22

課税の適正化に向けた制度の創設
資産運用の多様化・国際化などの環境変化を受けて、最近の税制改正において、以下のような課税の適正化を
図るための制度上の対応が行われています。
国税庁では、これらの制度を活用しつつ、課税の一層の適正化に努めていくこととしています。
１　国外財産調書

国外財産に係る所得税や相続税の課税の適正化を図るため、納税者本人から国外財産の保有について申告
を求める仕組みとして、国外財産調書制度が平成26年１月１日から施行されました。
本制度により、その年の12月31日において、価額の合計額が5,000万円を超える国外財産を有する方は、そ
の国外財産の種類、数量、価額などを記載した調書を翌年の３月15日までに提出する必要があります。また、
調書の不提出や虚偽記載の場合の罰則規定については、平成27年１月から施行されています。
※　この制度において国外財産とは、国外にある財産をいい、例えば国外の土地や建物、国外の金融機関に預け入れている預貯金や有価証
券などが該当します。国内の金融機関に預け入れている外貨預金や外貨建有価証券は国外財産に該当しません。

２　国外転出時課税
国境を越えた人の動きに係る租税回避を防止する観点から、国外転出時課税制度が創設され、平成27年７
月１日から施行されました。
本制度により、１億円以上の有価証券等を有する一定の居住者が国外に転出する場合、国外転出時に、そ
の有価証券等に係る未実現のキャピタルゲインに課税され、原則として国外転出までに所得税の確定申告等
の一定の手続を行う必要があります。
※　贈与や相続により有価証券等が非居住者に移転する場合にも、同様の課税制度が創設されています。

３　財産債務調書
所得税・相続税の申告の適正性を確保する観点から、財産及び債務の明細書の見直しが行われ、新たに財
産債務調書として整備され、平成28年１月１日から施行されました。
本制度により、その年の所得金額が2,000万円を超え、かつ、その年の12月31日において価額の合計額が
３億円以上の財産又は価額の合計額が１億円以上である上記２の国外転出時課税対象財産を有する方は、財
産の種類、数量、価額や債務の金額などを記載した調書を翌年の３月15日までに提出する必要があります。

コラム 6

◎ 悪質な消費税不正還付事例
●　帳簿等を改ざんし、国内売上を輸出免税売上に仮装する手口で不正に消費税の還付を受けていた。
●　帳簿等を改ざんし、賃貸借処理をすべきリース契約について売買処理を行うことにより、リース資
産を自社の固定資産として計上し、不正に消費税の還付を受けていた。

適正・公平な課税・徴収Ⅲ
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⑵ 資料情報
～ 的確な調査・指導に活用するため、あらゆる機会を通じて資料情報を収集 ～
国税庁では、給与所得の源泉徴収票や配当等の支払
調書などの法定調書のほか、調査の際に把握した情報
など、あらゆる機会を通じて様々な資料情報の収集を
行い、的確な調査・指導に活用しています。
特に、近年の経済取引の国際化、高度情報化等の進展
や不正形態の変化に常に着目し、新たな資産運用手法
や取引形態を把握するため、海外投資や海外企業との
取引に関する情報、インターネットを利用した電子商
取引などの資料情報の収集に取り組んでいます。

⑶ 査察
～ 悪質な脱税者の刑事責任を追及 ～
査察制度は、悪質な脱税者に対して刑事責任を追及し、その一罰百戒の効果を通じて、適正・公平な課
税の実現と申告納税制度の維持に資することを目的としています。一般の税務調査とは別に、偽りその
他不正の行為により故意に税を免れた納税者に、正しい税を課すほか、強制的権限を行使するなど犯罪
捜査に準ずる方法で調査を行い、その結果に基づき検察官に告発し、公訴の提起を求めています。
昨今の経済取引の広域化、国際化及びICT化により、脱税の手段・方法が複雑・巧妙化している中で、国
税査察官は、経済社会情勢の変化に的確に対応し、悪質な脱税者の摘発に全力を挙げています。

～ 平成27年度の脱税総額は138億円、うち告発分は112億円 ～
平成27年度には、189件の査察調査に着手する一方で、前年度から引き続き査察調査を行っていた事
件も含めて181件を処理し、そのうち115件を検察官に告発しました。脱税総額は138億円、告発事件１
件当たりの脱税額は9,700万円でした。
脱税の手口としては、売上除外や架空の原価・経費の計上が多くみられたほか、平成23年度に創設さ
れた単純無申告ほ脱犯及び消費税受還付未遂犯の事例もありました。
脱税で得た不正資金の多くは、現金や預貯金、有価証券として留保されていたほか、絵画や高級車の
購入、ギャンブルなどの遊興費、特殊関係人に対する資金援助などに充てられていた事例もみられまし
た。また、不正資金の一部が海外の預金口座で留保されていた事例もありました。

● 資料情報の収集枚数
（万枚）

（事務年度）
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Ⅲ　適正・公平な課税・徴収
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● 査察事件の一審判決の状況

判決件数① 有罪件数② 有罪率② /① 実刑判決
人数③

1件当たり
犯則税額④

1件当たり
懲役月数⑤

1 人 ( 社 ) 当
たり罰金額⑥

件 件 % 人 百万円 月 百万円

平成 26 年度 98 96 98.0 11 69 15.9 16

平成 27 年度 133 133 100.0 2 64 15.2 15

※　④～⑥は、他の犯罪との併合事件を除いてカウントしています。

　過去に査察調査により把握した隠し財産の事例 

～ 平成27年度中の一審判決では133件で有罪判決、うち２名に実刑判決 ～
平成27年度中に一審判決が言い渡された事件は133件で、うち全てについて有罪判決が出されました。
平均の懲役月数は15.2か月、罰金額は1,500万円となっています。また、実刑判決が２人に出され、その
うち査察事件単独に係るものが懲役２年、他の犯罪と併合されたものが懲役６年でした。なお、実刑判
決は昭和55年以降毎年言い渡されています。

● 査察調査の状況

着手件数 処理件数 告発件数 脱税総額
（うち告発分）

1件当たり脱税額
（うち告発分）

件 件 件 百万円 百万円

平成 26 年度 194 180 112 14,975
（12,346）

83
（110）

平成 27 年度 189 181 115 13,841
（11,204）

76
（97）

※　脱税額には、加算税を含みます。

納戸に置かれた段ボールの中の現金を把握

⑷ 税務に関するコーポレートガバナンスの充実に向けた取組
～ 事前の信頼関係の構築と調査の重点化 ～
我が国全体の申告水準の維持・向上の観点から、大企業の税務コンプライアンスの維持・向上は大変
重要です。このため、国税庁では、大規模法人の調査の機会を利用して、税務に関するコーポレートガバ
ナンスの状況を確認し、経営責任者等と意見交換を行い効果的な取組事例を紹介するなど、その充実に
向けた取組を促進しています。
また、税務に関するコーポレートガバナンスの状況が良好と認められた法人については、一般に国税
当局と見解の相違が生じやすい取引等の自主開示を受け、その適正処理を確認するという事前の信頼関
係を構築した上で、次回調査までの間隔を延長し、より調査必要度の高い法人へ調査事務量を重点的に
配分することにより、納税者の負担軽減と調査の効率化を進めています。
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納税者の自発的な納税義務の履行を確保するための取組
国税庁においては、限られた人員等の中で適正かつ公平な課税を確保するため、実地調査以外にも納税者の自
発的な納税義務の履行支援等を目的とした取組を実施するなど、メリハリのある効果的・効率的な事務運営に努
めています。
具体的には、納税者の申告前の自己点検の支援や、書面でのお尋ねなどによる申告についての自主的見直しの
呼びかけ、税理士会や関係民間団体との協調などの多様な手法を用いて、幅広い納税者に自発的な適正申告を促
す取組を充実させています。

　（参考）情報の厳正な管理 

　「申告書の自主点検と税務上の自主監査」に関する確認表 
国税庁では、自発的な適正申告の一助とするため、国税庁ホームページに大規模法人が申告書の
自主点検や税務上の自主監査を行う際に活用する確認表を掲載しています。【 http://www.nta.go.jp
（ホーム＞申告・納税手続＞法人税＞申告手続に係る各種参考情報）】
確認表は、提出直前の申告書の自主点検に用いる「申告書確認表」と申告書を作成される前の決算
調整事項や申告調整事項の把握漏れ等の自主監査に用いる「大規模法人における税務上の要注意項
目確認表」の二種類を用意していますので、用途に応じてご活用ください。

　　国税庁は、個人の所得情報など、様々な情報を保有していますが、その情報が簡単に漏れるようでは、納税者から

の協力は期待できなくなり、円滑な調査・徴収に支障が生じかねません。

　　このため、税務職員が税務調査などで知った秘密を漏らした場合には、国家公務員法上の刑事罰（１年以下の懲

役又は50万円以下の罰金）よりも重い税法上の刑事罰（２年以下の懲役又は100万円以下の罰金）が科されることと

なっています。こうした罰則規定の趣旨を徹底するため、定期的に職員に対する情報セキュリティに関する研修を

行っているほか、調査などに際し、お話を伺う場所についても、プライバシーに配慮し、店舗先や玄関先はなるべく

避けるようにしています。また、「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」の趣旨などを踏まえ、行政文書

の管理状況を定期的に点検するなどにより、国税庁の保有する納税者情報を厳正に管理するよう努めています。

　　
　

Ⅲ　適正・公平な課税・徴収
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　2　確実な税金の納付

⑴ 自主納付態勢の確立
～ 年度内に納付された税金は約56.6兆円（年度内収納割合は98.7％）～
申告された国税は、国庫に納付されて初めて歳入となります。平成26年度においては、税務署に申告
された国税などの課税額（徴収決定済額）が約57兆4,000億円であったのに対し、このうち年度内に国庫
に納付された税金（収納済額）が約56兆6,000億円となっており、その収納割合は98.7％でした。

～ 納付手段の多様化により納税者利便を向上 ～
納付手段としては、現金に納付書を添えて金融機関又は税務署の窓口で納付する方法の他に、イン
ターネットバンキングなどを利用した電子納税、コンビニ納付、ダイレクト納付といった多様な納付手
段を順次導入し、納税者サービスの向上を図っています。
また、所得税や個人事業者の消費税については、預貯金口座からの振替納税が利用できます。

～ 滞納を未然に防止 ～
前回の納付の際に期限を過ぎて納付した納税者には、あらかじめ文書で期限をお知らせし、期限まで
に納付のない納税者には、督促状を発付する前に電話で連絡して納付を促すなど、滞納を未然に防止す
るための取組を行っています。

　コンビニ納付　 

　ダイレクト納付（国税ダイレクト方式電子納税） 
ダイレクト納付は、あらかじめ預貯金口座の情報を記載した利用届出書を提出することで、e-Tax
を利用して申告した後、簡単な操作で預貯金口座からの振替により納付できる手続です。
ダイレクト納付に対応した金融機関の預貯金口座でなければ利用できないため、国税庁では、未
対応の金融機関に対して対応を要請するなど、利用拡大に向けた取組を行っており、平成28年３月
末現在、394の金融機関で利用可能となっています。

国税については、金融機関や税務署の窓口が開いていない夜間や休日においても、コンビニエン
スストアでの納付が可能です。平成26年度のコンビニ納付件数は、約151万件でした。
コンビニ納付を利用するためには、バーコード付納付書が必要であり、納付金額が30万円以下で、
次のような場合に所轄の国税局・税務署で発行しています。
①　確定した税額を期限前に通知する場合（所得税の予定納税など）
②　督促・催告を行う場合（全税目）
③　賦課課税方式による場合（各種加算税）
④　確定した税額について納税者から納付書の発行依頼があった場合（全税目）
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⑵ 滞納の整理促進への取組
～ 滞納整理中のものの額はピーク時の37.8％に ～
滞納とは、国税が納期限までに納付されず、督促状が発付されたものをいい、平成26年度末時点の滞
納税額は約1兆646億円となっています。

● 全税目の滞納整理中のものの額の推移
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滞納となった国税については、期限内に国税の納付を行っている大多数の納税者との間の公平性を確
保する観点から、早期着手・早期保全に努めるとともに、以下の基本方針の下、滞納の整理促進に取り組
んでいます。

滞納整理中のものの額は約 1.1 兆円と依然として高水準
→今後も局署を挙げて滞納の未然防止と整理促進に取り組む方針
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～ 滞納整理は滞納者個々の実情に即しつつ適切に対応 ～
滞納処分の執行は、滞納者の権利・利益に特に強い影響を及ぼすことから、滞納整理に当たっては、事
実関係を正確に把握した上で、差押え、公売等の滞納処分を行う一方で、納税の猶予、換価の猶予等の納
税緩和措置を講じるなど、滞納者個々の実情に即しつつ、法令等に基づき適切に対応しています。
なお、平成27年４月から施行された新たな猶予制度（申請による換価の猶予の創設など）については、
納税者の負担の軽減を図るとともに、早期かつ的確な納税の履行を確保するという改正の趣旨を踏まえ
ながら、適切に対応しています。

～ 大口・悪質滞納事案に対する厳正かつ毅然とした対応 ～
大口・悪質滞納事案の滞納整理に当たっては、捜索、差押え、公売等の滞納処分を実施するなど、厳正
かつ毅然とした対応を行っています。
また、財産の隠蔽等により滞納処分の執行を免れようとする特に悪質な事案については、滞納処分免
脱罪1 の告発を行うなど、特に厳正に対処しています。

～ 処理困難事案に対する組織的な対応等 ～
広範囲にわたって財産調査先が存在するなどの処理困難事案については、相当の事務量や処理の進展
に高度な徴収技法の活用が必要なため、広域運営、適時のプロジェクトチームの編成による滞納処分の
実施など、組織的な対応を行うとともに、詐害行為取消訴訟2等の原告訴訟を提起するなど、法的手段を
積極的に活用した滞納整理に取り組んでいます。

～ 消費税滞納事案の確実な処理 ～
消費税滞納については、滞納残高は年々減少しているものの、滞納全体に占める割合が年々高まって
いるため、国税局及び税務署を通じて消費税滞納を含む滞納事案の確実な処理を行い、消費税の滞納残
高の圧縮に取り組んでいます。
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● 消費税の滞納整理中のものの額の推移

1 　差押えなどの滞納処分を免れる目的で、財産の隠蔽などを行った場合は、３年以下の懲役又は250万円以下の罰金が科されます。
2 　詐害行為取消訴訟とは、滞納者と第三者との間における債権者（国）を害する法律行為（詐害行為）の効力を否定して、滞納者から離脱した財産をその
第三者から取り戻して滞納者に復帰させるための訴訟をいいます（国税通則法第42条、民法第424条参照）。
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⑶ 集中電話催告センター室
～ 効果的・効率的な電話催告の実施 ～
新規滞納事案は、集中電話催告センター室（納税
コールセンター）で幅広く所掌し、システムを活用し
た電話催告等を行うことにより、効果的・効率的な滞
納整理を行っています。
これにより、平成26年７月から平成27年６月末ま
での１年間で、催告対象約78万者のうち、約55万者
（70.9％）が完結し、約10万者（13.5%）が納付誓約と
なっています。

⑷ インターネット公売
～ インターネット公売で約11,300物件を売却 ～
国税庁では、民間のオークションサイトを利
用したインターネット公売を実施しています。
　インターネット公売は、参加者が公売会場に
出向く必要がなく、公売の期間中は、24時間イン
ターネット上で買受申込みをすることができる
など利便性が高く、より多くの参加者を募るこ
とができるため、差し押さえた財産の高価・有利
な売却に役立っています。
平成27年度は、４回のインターネット公売を
実施しました。その結果、延べ約５千人の方の参
加があり、美術品、貴金属、自動車、不動産など
約11,300物件が売却され、その売却総額は約５億円となっています。

● 過去にインターネット公売で売却した財産の例

⑸ 的確かつ効率的な債権債務の管理
～ システムの高度活用で的確かつ迅速な処理を実施 ～
納税申告や還付申告によって、国税の債権債務の管理業務が大量に発生するため、システムを活用し
て的確かつ効率的に処理を行っています。
また、税金の納付は年間約4,070万件あり、効率的に処理するため、日本銀行における納付書のOCR処
理（光学式文字認識処理)1や、所得税と個人事業者の消費税における振替納税2に加え、電子納税やダイ
レクト納付を導入して事務作業の合理化を図っています。還付金の支払についても、振込処理をオンラ
イン化して効率的かつ迅速に処理しています。

1 　「OCR処理（光学式文字認識処理）」とは、納付書に記載された文字を電子データに変換することをいい、この電子データにより日本銀行と国税庁の間の
連絡を行うことで、情報伝達の合理化・ペーパーレス化を図ることができます。
2 　振替納税は、納税者があらかじめ指定した金融機関に、税務署から納付書を送付して預貯金口座から引き落として納付するという方法によって行われま
す。納付書を大量に金融機関に送付する必要がある場合には、この事務を効率的に行うため、金融機関に口座振替のためのデータを送付し、金融機関に
おいて口座振替の処理を行うとともに、その結果もデータで返却してもらうという処理を行います。
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　3　国際的な取引への対応

～ 調査体制の充実とともに外国の税務当局と協力して対応 ～
近年、企業や個人による国境を越えた経済行動が複雑・多様化し、海外で受け取った収入を申告しな
い、各国の税制の違いを巧みに利用してどこの国にも税金を納めないといった国際的租税回避が大きな
問題となっています。
こうした問題に対応するため、国税庁では、あらゆる機会を通じて情報収集を図り、調査体制を充実
させることなどに加え、BEPSプロジェクトや情報交換といった国際的な取組を各国と連携して積極的に
進めています。

税源浸食と利益移転（BEPS: Base Erosion and Profit Shifting）への取組
について　－BEPSプロジェクト－　　　　　　　　　　　　　　　　 　

経済協力開発機構（OECD：Organisation for Economic Co-operation and Development）では、近年のグロー
バルなビジネスモデルの構造変化により生じた多国籍企業の活動実態と各国の税制や国際課税ルールとの間の
ずれを利用することで、多国籍企業がその課税所得を人為的に操作し、課税逃れを行っている問題（ BEPS）に対
処するため、平成24年よりBEPSプロジェクトを立ち上げました。このBEPSプロジェクトでは、 G20財務大臣・中
央銀行総裁会議の要請により策定された15項目の「BEPS行動計画」に沿って、国際的に協調してBEPSに有効に対
処していくための対応策について議論が行われ、平成27年９月に「最終報告書」がとりまとめられました（同10
月にG20財務大臣・中央銀行総裁会議（於：ペルー・リマ）、11月にG20サミット（於：トルコ・アンタルヤ）に報
告。）。
今後は、各行動項目の勧告を踏まえ、各国にて必要な法整備及び租税条約の改正作業を行い、その実施状況の
モニタリングなどが行われます。

≪BEPS行動計画≫

行動 1：電子経済の課税上の課題への対処 行動 2：ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化
行動 3：外国子会社合算税制の強化 行動 4：利子控除制限ルール
行動 5：有害税制への対抗 行動 6：租税条約の濫用防止
行動 7：恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止 行動 8：無形資産取引に係る移転価格ルール
行動 9：リスクと資本に係る移転価格ルール 行動 10：他の租税回避の可能性の高い取引に係る移転価格ルール
行動 11：BEPS の規模・経済的効果の分析方法の策定 行動 12：義務的開示制度
行動 13：多国籍企業の企業情報の文書化 行動 14：相互協議の効果的実施
行動 15：多数国間協定の策定

コラム 8

　（参考）いわゆる「パナマ文書」について 
　　平成28年４月、オフショア金融センターでの会社設立及び運営代行等を手掛けるパナマの法律事務所から流出し
た、いわゆる「パナマ文書」が国際調査報道ジャーナリスト連合（ ICIJ）によって公開され、オフショア金融センター

の不透明な利用に対する疑念が広がりました。
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≪最終報告書の概要≫

最終報告書は、各行動項目についてまとめられており、これらのパッケージとして、包括的にBEPSに対処する
ものです。各行動項目の最終報告書においては、以下のような諸措置が図られています。
１　経済活動の実態に則した課税を重視する国際課税原則の再構築

多国籍企業は払うべき（価値が創造される）ところで税金を支払うべきとの観点から、経済活動の実態に
即した課税を重視するルールが策定されました。
①　電子経済の発展に伴う問題への対応として、国境を越えた役務の提供に係る消費課税のあり方等に関
するガイドラインが策定されました（行動１）。我が国においては、平成27年度税制改正により、国外事
業者が国境を越えて行う電子書籍・音楽・広告の配信などに平成27年10月1日から消費税が課されるこ
とになりました。
②　各国間の税制の隙間を利用した多国籍企業による租税回避を防止するため、各国国内税制の国際的調
和が図られました（行動２、３、４、５）。
③　近年の多国籍企業のビジネスモデルに対応するため、伝統的な国際基準（モデル租税条約や移転価格
ガイドライン）の見直しが行われました（行動６、７、８～ 10）。

２　各国政府・多国籍企業の活動に関する透明性の向上
多国籍企業の活動・納税実態を把握するため、各国間の情報共有等の協調枠組みの構築が図られました

（行動５、11、12、13）。このうち、行動５では、ユニラテラルAPA（相互協議を伴わない事前確認）など、企業
と税務当局間の事前合意について、自発的情報交換を実施することとされ、我が国においても、既存の情報
交換の枠組みを用いて対応していく予定です。また、行動13の勧告に基づいて、平成28年度税制改正におい
て移転価格税制に係る文書化制度の整備が行われています（「《コラム９》移転価格税制に係る文書化」参照）。

３　企業の不確実性の排除
上述のBEPS対抗措置によって予期せぬ二重課税が生じる等の不確実性を排除し、予見可能性を確保するた
め、租税条約に関連する紛争を解決するための相互協議手続をより実効的なものとすることが図られました
（行動14）。また、二国間租税条約の改正が必要なBEPS対抗措置については、その効率的な実現のため、多数
国間協定を平成28年末までに策定することとされました（行動15）。

BEPSプロジェクトについての詳細は、国税庁ホームページの「 BEPSプロジェクト」（ http://www.nta.
go.jp/sonota/kokusai/beps）をご覧ください。
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⑴ 国際的な取引に係る環境の変化
～ 国境を越えた事業・投資活動が活発化 ～
イ　我が国企業の海外進出の状況

我が国企業の海外進出の状況は下図のとおりであり、海外の現地法人企業数は、平成17年度の
15,850社から平成26年度には24,011社と約1.5倍に増加しており、特に中国に対する進出件数が急増し
ています。

ロ　外国法人数の推移
我が国で事業活動等を行う外国法人数の

推移は右図のとおりです。平成26事務年度
においては5,707法人と前年に比べ139法人
増加しました。過去10年間の外国法人数は
５千社から６千社の間で推移しています。

● 現地法人企業数の地域別推移

● 外国法人数の推移

※　表中の外国法人数は、日本国内で法人税の申告を行っている外
国法人の数です。

ハ　国外送金等調書の提出枚数の推移
国外送金などが行われた場合に提出され

る国外送金等調書1の提出枚数の推移は右図
のとおりです。平成26事務年度の提出枚数
は643万枚と前年に比し12万枚増加してお
り、制度が導入された平成10事務年度の提
出枚数244万枚に比べて約2.6倍となってい
ます。
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● 国外送金等調書の提出枚数の推移
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※　平成21年４月より提出基準が200万円超から100万円超に引き下
げられています。

1 　「国外送金等調書」とは、国外への送金及び国外からの送金を受領した金額が100万円を超えるものについて、金融機関から税務署に提出される法定の報
告書（法定調書）です。
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⑵ 国際課税への取組
～ 租税条約などに基づく情報交換の実施 ～
企業や個人が行う国際的な取引については、国内で入手できる情報だけでは事実関係を十分に解明で
きないことがあります。そのような場合には、二国間の租税条約などの規定に基づく情報交換を実施す
ることにより、必要な情報を入手することが可能となります。
最近、租税条約などに基づく情報交換の枠組みの拡大・強化が図られ、平成28年４月１日現在、65の
租税条約など（ 96か国・地域）が発効し、年間数
十万件の情報交換を行っています。
また、一部の国との間では、調査担当者が相手国の

担当者に直接会って、調査事案の詳細や解明すべきポ
イントなどについて説明・意見交換を行う情報交換
ミーティングを開催することなどにより、情報交換の
効果的・効率的な実施に努めています。
なお、OECDの税務長官会議の傘下において、国際的租税回避及び富裕層に関連した情報交換要請へ
の対応や調査手法等の知見の共有を目的とした国際協力体制（ JITSIC : Joint International Tax Shelter 
Information and Collaboration）が整えられており、日本もこれに積極的に参加しています。
更に、情報交換に関する重要な取組として、Ｇ20における議論も踏まえ、海外の金融機関を通じた脱
税や租税回避に対処するため、平成26年にOECDにおいて「非居住者に係る金融口座情報」を各国税務当
局間で自動的に交換するための「共通報告基準（CRS：Common Reporting Standard）」が策定されてい
ます。101か国・地域が平成30年末までに「共通報告基準」に基づく自動的情報交換を開始することを表
明しており、日本は、平成29年（暦年）分の口座情報について、平成30年４月末までに金融機関から報告
を受け、同年９月末までに外国税務当局への初回の提供を開始する予定になっています。

● 情報交換件数の推移
( 単位：千件 )

事務年度 H22 H23 H24 H25 H26

情報交換件数 313 568 218 270 272

※　情報交換件数は、各年度に実際に収受・発送した件数です。

● 国際課税に係る調査事績（法人税）

～ 海外取引のある者や海外資産を保有する者への重点的な調査 ～
国境を越えた事業・投資活動の活発化に伴い、海外取引を行っている納税者や海外資産を保有してい
る納税者を重点的に調査し、国外送金等調書や租税条約などに基づく情報交換制度を効果的に活用する
などして、深度ある調査に取り組んでいます。
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⑶ 移転価格税制に関する取組
～ 移転価格税制を取り巻く環境の変化に対応し、納税者の予測可能性を高める ～
移転価格税制1は、海外の関連企業との取引を通じた所得の海外移転を防止し、適正な国際課税の実現
を図る観点から、昭和61年度税制改正で導入されたものです。
企業活動の国際化の進展に伴い、移転価格税制の適用対象となる取引が増加するとともに、取引の内
容も複雑化しており、納税者の予測可能性を高めていく必要があります。
そのため、移転価格税制に係る法令解釈通達や事務運営指針の改正など、制度の運用に関する執行方
針や適用基準を公表し明確化を図っています。

1 　我が国企業が海外の関連企業と取引をするに当たって、その取引価格が第三者間の取引価格（これを「独立企業間価格」と呼んでいます。）と異なること
により、我が国企業の課税所得が減少している場合に、その取引が独立企業間価格で行われたとみなして、所得を計算し直す制度です。

～ 国際課税の中でも特に問題である国際的租税回避への取組 ～
国際的租税回避は、金融や法律・税の専門家などが関与し、ペーパーカンパニーや組合、デリバティ
ブ（金融派生商品）などを組み合わせた複雑な取引が使われるなど、その全体像の解明は困難なものと
なっています。さらに最近では、このような問題が大企業だけではなく、中小企業や個人の富裕層にも
広がっています。
国際課税については、専担する国際税務専門官の増員、弁護士や金融の専門家の採用など、調査体制
の充実・強化に取り組んでおり、特に、国際的租税回避に対しては、東京、大阪、名古屋、関東信越国税
局に設置された統括国税実査官や国際調査課等が中心となって、情報の収集や分析、調査の企画・立案
や実態解明を行っています。

移転価格税制に係る文書化
「《コラム８》税源浸食と利益移転（BEPS: Base Erosion and Profit Shifting）への取組について　－BEPSプロジェ
クト－」に記載したとおり、平成28年度税制改正において移転価格税制に係る文書化制度の整備が行われていま
す。制度の主な内容は次のとおりです。
１　国別報告事項の提供（新規）

多国籍企業グループの活動状況に関する情報の報告を求めるため、多国籍企業グループは、その事業が行
われる国ごとの収入金額、当期利益、納付税額等の項目を記載した国別報告事項を提供しなければならない
こととされました。
本制度により、直前の最終親会社等の会計年度の連結総収入金額が1,000億円以上の多国籍企業グループは、
最終親会社等の会計年度終了の日の翌日から１年以内に、e-Taxにより必要な事項を報告する必要があります。
※　上記の改正は、平成28年４月１日以後に開始する最終親会社等の会計年度に係る国別報告事項について適用されます。

２　事業概況報告事項の提供（新規）
１と同様に多国籍企業グループの活動状況に関する情報の報告を求めるため、多国籍企業グループは、そ
の組織構造、事業の概要、財務状況等の項目を記載した事業概況報告事項を提供しなければならないことと
されました。
本制度により、直前の最終親会社等の会計年度の連結総収入金額が1,000億円以上の多国籍企業グループは、
最終親会社等の会計年度終了の日の翌日から１年以内に、e-Taxにより必要な事項を報告する必要があります。
※　上記の改正は、平成28年４月１日以後に開始する最終親会社等の会計年度に係る事業概況報告事項について適用されます。

３　独立企業間価格を算定するために必要と認められる書類の整備（改正）
移転価格税制の適用対象となる取引（国外関連取引）について、独立企業間価格を算定するために必要と
認められる書類を確定申告書の提出期限までに作成・保存しなければならないこととされました。
なお、本制度については、取引金額による免除基準（前事業年度の一の国外関連者との間の国外関連取引
金額の総額50億円、無形資産取引金額３億円）が設けられています。
※　上記の改正は、平成29年４月１日以後に開始する事業年度から適用されます。

コラム 9
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～ 納税者が事前確認を円滑に利用できる環境の整備 ～
移転価格税制に係る事前確認は、納税者の申出に基づき海外の関連企業との取引に係る独立企業間価格の

算定方法等について税務当局が事前に確認するものです。平成26事務年度の事前確認の申出件数は121件で
あり、平成20事務年度以降100件を超える水準が続いております。こうした多数の申出に対応するため、国際
取引を行う企業が集中する東京国税局と大阪国税局には、事前確認審査を専門に担当する部署を設置するな
ど執行の体制整備を図り、迅速な処理に努めています。また、事前確認の申出前に国税当局が相談を受ける
事前相談の担当窓口を各国税局に設けるこ
とにより、納税者が事前確認を円滑に利用
できる環境を整えています。
事前確認は、納税者の予測可能性・法的
安定性を確保し、移転価格税制の適正・円
滑な執行に資するものであることから、今
後とも適切に対応することとしています。
なお、法人の平成28年４月1日以後に開

始する各事業年度における外国法人の恒久
的施設とその本店等との間の内部取引及び
内国法人の国外事業所等とその本店等との
間の内部取引についても事前確認の対象に
なります。

⑷ 国際的な租税の徴収
～ 租税条約に基づく徴収共助の実施 ～
海外への財産の移転などによる租税の徴収の回避に対しては、租税債権の徴収において執行管轄権と
いう制約１がある中で、租税条約に基づき、各国の税務当局が協力して、互いの租税を徴収するという
「徴収共助」により対処することができます。
我が国においては、平成25年10月に発効した税務行政執行共助条約2などに基づく徴収共助の実施に
より、国際的な租税の徴収に取り組むこととしています。

１　自国の領域外において公権力を行使することができないことをいいます。
２　租税に関する情報の交換、徴収、文書の送達を相互に支援することを定めた多国間条約であり、我が国を含め60か国において発効しています（平成28年
５月１日現在）。

×

● 徴収共助の仕組み
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● 事前確認の申出件数及び処理件数の推移

※　事前確認の申出件数は、相互協議を伴うものと相互協議を伴わない
ものの双方を含みます。
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　4　相互協議 

● 相互協議の相手国地域（平成 27 年 6月末現在）

欧州 アジア・大洋州 北米 （備考）
平成 27 年６月末現在で、相互協議の申
立てがなされている相手国・地域（計
23 か国・地域）。Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
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国
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アメリカ

Ｏ
Ｅ
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非
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盟
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中国
香港
インド

インドネシア
シンガポール
タイ

マレーシア
ベトナム

10 か国 11 か国・地域 2か国

～ 国際的な二重課税問題の解決のため、相互協議事案の適切・迅速な処理を実施 ～
国際化が進み、個人や企業が海外へ進出すると、日本と進出先の国の双方から課税される「二重課税」
が生じる場合があります。国税庁では、租税条約に基づく税務当局間の相互協議１を実施し、こうした国
際的な二重課税問題の解決に努めています。
平成26事務年度における相互協議の発生件数は187件であり、その９割以上が移転価格に関するもの
です。
近年、協議経験が少ない新興国との相互協議事案が増加傾向にあるなど、相互協議の困難さが増す中
で、国税庁では、相互協議事案の適切・迅速な解決に向け、要員の確保など体制の充実を図るとともに、
各国税務当局間の協力関係を一層深め、機動的かつ円滑な協議の実施に取り組んでいます。

１  「相互協議」とは、納税者が租税条約の規定に適合しない課税を受け、又は受けるに至ると認められる場合において、その条約に適合しない課税を排除す
るため、条約締結国の税務当局間で解決を図るための協議手続です。

● 相互協議事案発生・処理件数の推移
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　5　各国税務当局との協力・協調 

⑴ 開発途上国に対する技術協力　
～ アジア諸国を中心とした開発途上国への技術協力 ～
国税庁では、国際協力機構(JICA)の技術協力の枠組み
などの下、開発途上国の税務行政の改善、日本の税務行
政に対する理解者の育成などを目的に、アジア諸国を
中心として、開発途上国に対する技術協力に積極的に
取り組んでいます。

　技術協力の概要
1　開発途上国への職員派遣（派遣型）

現地税務当局の要望を踏まえ、納税者サービス、国際課税、職員研修などの分野について、職員を講
師として派遣しています。平成27年度は、中国、インドネシア、マレーシア、モンゴル、フィリピン、
ベトナムへ派遣し、講義などを行いました。
また、開発途上国の税務行政に対して継続的なアドバイスを提供することを目的として、JICAの

「長期専門家」としても職員を派遣しています。平成27年度は、カンボジア、インドネシア、ベトナム
に職員が常駐しています。

2　国内研修における講義などの実施（受入型）
（1） 課題別研修「国際税務行政（ISTAX）」

開発途上国の税務職員を対象とした研修であり、日本の税制・税務行政全般について講義などを
行っています。この研修には、中堅職員を対象とした一般コースと幹部職員を対象とした上級コースが
あり、平成27年度は両コースあわせて計25名が参加しました。

（2） 「国別税務行政研修」
特定の開発途上国の税務職員を対象とした研修であり、各国からの要望に沿った講義などを行って

います。平成27年度は、カンボジア、インドネシア、ベトナムの税務職員106名が参加しました。
（3） アジア国際課税研修

複数のアジア諸国の税務職員を対象とした研修で、「国際課税」に関する講義などを行っています。
平成27年度は６か国（マレーシア、ミャンマー、フィリピン、タイ、東ティモール、ベトナム）から８名
が参加しました。

（4） 国税庁実務研修
世界銀行などの奨学金制度を利用し、我が国の大学院（修士課程）に留学している開発途上国の税務

職員を対象とした研修です。日本の税制・税務行政全般に関する講義などを行い、平成27年度は、慶應
義塾大学、一橋大学、横浜国立大学及び政策研究大学院大学の各大学院に在籍している留学生18名が
参加しました。

課題別研修「国際税務行政」
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⑵ 税務当局間の国際会議への参加
～ 国際課税の問題解決に向けた各国間の協力 ～
二重課税や租税回避行為といった問題の解決に向け、各国税務当局間での協力や経験の共有を図るた
め、国税庁では、①OECD税務長官会議、②アジア税務長官会合、③OECD租税委員会などの国際会議に
積極的に参加しています。
①　OECD税務長官会議

OECD税務長官会議は、OECD加盟国の長官クラスが参加し（非加盟国も一部参加）、税務行政の幅
広い分野にわたって各国の知見・経験の共有などを行う場となっています。平成28年５月には、中国・
北京で第10回会合が開催され、「税源浸食と利益移転（ BEPS）」問題への対応をはじめとする国際課税
における多国間協調、納税者の自発的コンプライアンスの向上、今後のOECD税務長官会議の方向性
などについて意見交換が行われました。
②　アジア税務長官会合

アジア税務長官会合（ SGATAR:Study Group on Asian Tax Administration and Research）は、アジア
地域における17か国・地域の税務当局で構成され、域内の協力と知見の共有を図るための議論が行わ
れる場となっています。平成27年11月には、シンガポールで第45回会合が開催され、税務執行面にお
ける国際協力の推進を図るとともに、直面する共通の諸問題について意見交換が行われました。

③　OECD租税委員会
OECD租税委員会は、モデル租税条約、移転価格ガイドラインなどの整備や、各国税務当局の有する

知見や経験を共有する場となっており、現在は、前述のBEPSへの対抗策に取り組んでいます。詳しく
は、国税庁ホームページ（http://www.nta.go.jp/sonota/kokusai/oecd）をご覧ください。

● 受入研修の実施状況

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度
課題別研修「国際税務行政」
（ISTAX）（一般）

国数 20 15 16 17 16
人数 20 15 16 17 16

課題別研修「国際税務行政」
（ISTAX）（上級）

国数 12 11 13 13 9
人数 12 11 13 13 9

国別税務行政研修
国数 6 7 6 6 3
人数 51 95 116 111 56

アジア国際課税研修
国数 3 5 6 6 6
人数 7 11 16 12 8

国税庁実務研修
国数 12 12 11 13 14
人数 19 19 20 17 18

（単位：国、人）
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